
Power Alliance Tax Accountant Offfice

編 集 発 行 人  
パワーアライアンス税理士事務所 
税理士  若 杉　治 
〒151-0073 
東京都渋谷区笹塚3-37-1 

第1花井ビル2F 
TEL  03（5365）4744㈹ 
FAX  03（5365）4745 
E-mail info@wakasugi.zei-mu.net 

プロジェクト1_0  2020/12/19  13:27

ワンポイント

9 2026（令和8年）

インボイス～10月1日前後の取引にご注意 �

彼岸花
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9 月 の 税 務 と 労 務9月 （長月）SEPTEMBER
21日・敬老の日
22日・国民の休日
23日・秋分の日

国　税／�8月分源泉所得税の納付� �
� 9月10日

国　税／�7月決算法人の確定申告（法
人税・消費税等）� 9月30日

国　税／�1月決算法人の中間申告� �
� 9月30日

国　税／�10月、1月、4月決算法人
の消費税等の中間申告（年
3回の場合）� 9月30日

　免税事業者等からの課税仕入れに係る税額控除の控除可能割合
が、今年10月1日以降は仕入税額相当額の7割（従来は8割）とな
るため、10月1日前後の取引は課税仕入れの時期にご注意くださ
い。課税仕入れの時期は原則として、商品の仕入れは引渡日ですが、
役務提供を受けた場合は約した役務の全部が完了した日です。



　
個
人
事
業
者
の
自
宅
兼
事
務

所
や
自
家
用
車
に
つ
い
て
は
、

固
定
資
産
税
や
水
道
光
熱
費
、

ガ
ソ
リ
ン
代
な
ど
の
う
ち
、
事

業
に
関
連
す
る
部
分
の
支
出
は

必
要
経
費
に
算
入
す
る
こ
と
が

で
き
ま
す
が
、
後
日
の
税
務
調

査
で
こ
れ
ら
の
支
出
を
「
家
事

関
連
費
」
と
認
定
さ
れ
、
必
要

経
費
算
入
を
否
認
さ
れ
る
例
も

少
な
く
あ
り
ま
せ
ん
。

　
本
号
で
は
必
要
経
費
算
入
の

た
め
の
家
事
按
分
の
基
準
や
、

税
務
調
査
で
指
摘
さ
れ
や
す
い

ポ
イ
ン
ト
を
み
て
い
き
ま
す
。

　

１　

家
事
関
連
費
と
は
？

　

１　

家
事
関
連
費
と
は
？

　

事
業
所
得
、
不
動
産
所
得
及
び
雑

所
得
の
金
額
を
計
算
す
る
上
で
は
、

「
総
収
入
金
額
に
対
応
す
る
売
上
原

価
そ
の
他
そ
の
総
収
入
金
額
を
得
る

た
め
に
直
接
要
し
た
費
用
の
額
」と
、

「
そ
の
年
に
生
じ
た
販
売
費
、
一
般

管
理
費
そ
の
他
業
務
上
の
費
用
の

額
」
を
必
要
経
費
と
し
て
差
し
引
く

こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

支
出
し
た
金
額
の
う
ち
、
家
事
上

の
費
用
は
必
要
経
費
に
な
り
ま
せ
ん

が
、
個
人
事
業
者
の
業
務
に
お
い
て

は
、
一
つ
の
支
出
が
家
事
上
と
業
務

上
の
両
方
に
か
か
わ
り
が
あ
る
費
用

と
な
る
も
の
が
あ
り
ま
す
。
こ
れ
が

「
家
事
関
連
費
」で
す
。

　

２　

必
要
経
費
算
入
の
要
件

　

２　

必
要
経
費
算
入
の
要
件

　

家
事
関
連
費
の
う
ち
必
要
経
費
に

算
入
す
る
こ
と
が
で
き
る
費
用
は
、

次
の
要
件
を
満
た
し
た
も
の
と
さ
れ

て
い
ま
す
。

①　

支
出
の
主
た
る
部
分
が
業
務
の

遂
行
上
必
要
で
あ
り
、
か
つ
、
そ

の
必
要
で
あ
る
部
分
を
明
ら
か
に

区
分
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と

②　

青
色
申
告
者
の
場
合
、
①
の
ほ

か
、取
引
の
記
録
等
に
基
づ
い
て
、

業
務
の
遂
行
上
直
接
必
要
で
あ
っ

た
こ
と
を
明
ら
か
に
で
き
る
こ
と

　

①
の
「
主
た
る
部
分
」
と
は
、
業

務
の
内
容
、
経
費
の
内
容
、
家
族
や

使
用
人
の
構
成
、
店
舗
併
用
の
家
屋

そ
の
他
の
資
産
の
利
用
状
況
等
を
総

合
勘
案
し
て
判
定
し
ま
す
。

　

ま
た
、
②
の
「
業
務
の
遂
行
上
直

接
必
要
」
で
あ
る
か
ど
う
か
は
、
そ

の
支
出
す
る
金
額
の
う
ち
、
当
該
業

務
の
遂
行
上
、
必
要
な
部
分
が
50
％

を
超
え
る
か
ど
う
か
に
よ
り
判
定
し

ま
す
。
た
だ
し
、
必
要
な
部
分
の
金

額
が
50
％
以
下
で
あ
っ
て
も
、
そ
の

必
要
で
あ
る
部
分
を
明
確
に
区
分
す

る
こ
と
が
で
き
る
場
合
は
、
当
該
必

要
で
あ
る
部
分
に
相
当
す
る
金
額
を

必
要
経
費
に
算
入
す
る
こ
と
が
で
き

ま
す
。

　

３　

按
分
基
準

　

３　

按
分
基
準

　

特
に
家
事
按
分
が
必
要
と
な
る
の

は
、「
住
宅
関
係
費
」、「
水
道
光
熱

費
」、「
通
信
費
」、「
車
両
関
係
費
」

で
す
。

　

こ
れ
ら
の
費
用
の
う
ち
、
プ
ラ
イ

ベ
ー
ト
の
部
分
と
業
務
部
分
を
実
額

で
区
分
で
き
る
も
の
は
実
額
で
按
分

し
ま
す
が
、区
分
が
難
し
い
場
合
は
、

一
般
的
に
、
業
務
で
使
用
し
て
い
る

「
面
積
」
や
「
日
数
・
時
間
」
な
ど
を

基
準
に
按
分
計
算
し
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
按
分
計
算
は
費
用
の
内
容

に
応
じ
て
支
払
い
の
都
度
又
は
毎
月

末
・
年
末
の
い
ず
れ
に
行
っ
て
も
差

し
支
え
あ
り
ま
せ
ん
。

　

４　

按
分
計
算
例

　

４　

按
分
計
算
例

　

こ
こ
ま
で
の
要
件
と
按
分
基
準
を

踏
ま
え
、
一
般
的
に
行
わ
れ
て
い
る

按
分
計
算
の
方
法
と
、
そ
の
計
算
例

（
表
）を
み
て
い
き
ま
す
。

　

な
お
、
表
の
仕
訳
例
で
は
、
費
用

の
全
額
を
い
っ
た
ん
必
要
経
費
と
し

て
計
上
し
た
う
え
で
、
家
事
関
連
部

分
を
「
事
業
主
貸
」
に
振
り
替
え
て

い
ま
す
。「
事
業
主
貸
」
と
は
、
事

業
の
お
金
を
事
業
主
個
人
が
使
用
し

た
こ
と
を
示
す
勘
定
科
目
で
す
。
こ

の
よ
う
に
仕
訳
処
理
す
る
こ
と
で
、

最
終
的
に
必
要
経
費
に
算
入
す
る
の

は
、
業
務
に
対
応
す
る
部
分
の
み
と

な
り
ま
す
。

⑴　

住
宅
関
係
費

　

自
宅
が
賃
借
物
件
の
場
合
、
支

払
っ
て
い
る
家
賃
・
管
理
費
・
共
益

個人事業者の個人事業者の
税務調査対策税務調査対策
～家事関連費～～家事関連費～
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費
が
按
分
対
象
の
費
用
で
す
。一
方
、

自
宅
が
自
己
所
有
物
件
の
場
合
、
建

物
の
減
価
償
却
費
・
固
定
資
産
税
・

火
災
保
険
料
・
住
宅
ロ
ー
ン
の
支
払

利
息
が
按
分
対
象
と
な
り
ま
す
。

　

住
宅
関
係
費
は
使
用
面
積
・
使
用

日
数
又
は
使
用
時
間
の
割
合
で
按
分

計
算
し
ま
す
。【
按
分
計
算
例
１
】

⑵　

水
道
光
熱
費

　

電
気
代
、
水
道
代
、
ガ
ス
代
が
按

分
対
象
の
費
用
で
す
。

　

水
道
光
熱
費
は
使
用
面
積
・
使
用

時
間
又
は
使
用
日
数
の
割
合
で
按
分

計
算
し
ま
す
。【
按
分
計
算
例
２
】

⑶　

通
信
費

　

固
定
電
話
や
携
帯
電
話
料
金
、
イ

ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
使
用
料
が
按
分
対
象

の
費
用
で
す
。

　

こ
れ
ら
は
通
話
明
細
な
ど
に
よ
り

使
用
料
を
実
額
把
握
し
て
按
分
計
算

す
る
こ
と
が
可
能
で
す
が
、
業
務
の

使
用
時
間
や
日
数
の
割
合
に
よ
り
按

分
計
算
す
る
こ
と
も
認
め
ら
れ
て
い

ま
す
。【
按
分
計
算
例
３
】

⑷　

車
両
関
係
費

　

車
両
の
減
価
償
却
費
、
ガ
ソ
リ
ン

代
、
駐
車
場
料
金
、
自
動
車
税
等
、

車
両
保
険
、
車
検
費
用
な
ど
が
按
分

対
象
の
費
用
で
す
。

　

車
両
関
係
費
は
使
用
日
数
・
使
用

時
間
・
走
行
距
離
な
ど
の
割
合
で
按

分
計
算
し
ま
す
。【
按
分
計
算
例
４
】

　

５　

按
分
の
ポ
イ
ン
ト

　

５　

按
分
の
ポ
イ
ン
ト

⑴　

按
分
の
基
準
が
合
理
的
で
あ
る

こ
と

　

具
体
的
な
按
分
割
合
を
定
め
た
法

令
の
規
定
は
あ
り
ま
せ
ん
。
事
業
の

実
態
に
応
じ
て
、
合
理
的
に
設
定
さ

れ
た
按
分
基
準
で
あ
れ
ば
適
用
が
認

め
ら
れ
ま
す
。
逆
に
、
明
確
な
根
拠

が
な
く
曖
昧
に
割
合
を
定
め
て
按
分

し
て
い
る
場
合
は
、
税
務
調
査
で
否

認
さ
れ
る
リ
ス
ク
が
高
ま
り
ま
す
。

⑵　

証
拠
書
類
に
よ
っ
て
按
分
の
根

拠
を
説
明
で
き
る
こ
と

　

な
ぜ
そ
の
按
分
割
合
に
し
た
の
か
、

証
拠
資
料
に
基
づ
い
て
説
明
で
き
る

こ
と
も
重
要
で
す
。
具
体
的
に
は
、

支
払
金
額
を
明
ら
か
に
す
る
領
収
書

や
請
求
書
の
ほ
か
、「
建
物
の
平
面

図
な
ど
事
業
使
用
部
分
を
明
ら
か
に

す
る
資
料
」「
業
務
日
誌
な
ど
作
業

時
間
を
明
ら
か
に
す
る
資
料
」「
電

話
の
通
信
明
細
や
車
両
の
走
行
記
録

な
ど
使
用
実
態
を
明
ら
か
に
す
る
資

料
」
で
す
。
証
拠
書
類
の
裏
付
け
が

な
い
場
合
は
、
税
務
調
査
で
否
認
さ

れ
る
恐
れ
が
あ
り
ま
す
。

⑶　

毎
年
継
続
し
て
適
用

す
る
こ
と

　

い
っ
た
ん
適
用
し
た
按

分
基
準
は
毎
年
継
続
し
て

適
用
す
る
こ
と
が
重
要
で

す
。
事
業
実
態
に
変
わ
り

が
な
い
に
も
か
か
わ
ら
ず
、

按
分
基
準
を
安
易
に
変
更

す
る
こ
と
は
、
課
税
所
得

金
額
や
納
税
額
を
恣
意
的

に
調
整
し
て
い
る
と
し
て

税
務
調
査
で
否
認
さ
れ
る

恐
れ
が
あ
り
ま
す
。

　

６　

ま
と
め

　

６　

ま
と
め

　

個
人
事
業
者
の
税
務
調

査
で
は
、
家
事
関
連
費
は

確
実
に
チ
ェ
ッ
ク
さ
れ
る

項
目
で
す
。
こ
れ
を
前
提

に
按
分
基
準
を
定
め
、
資

料
を
日
頃
か
ら
整
備
す
る

必
要
が
あ
り
ま
す
。

【参考資料】
国税庁ＨＰ
「家事関連費」

【表】按分計算例

対象費用 按分
基準 計　算　例 仕　訳　例

１ 租税
公課

使用
面積

・年間建物固定資産税100,000円、建物面積100㎡
➡うち30㎡を業務に使用している場合
　100,000円×30㎡／100㎡＝30,000円

租税公課100,000円／現預金100,000円（按分前）
㆘（100,000円−30,000円の残額が家事関連費）
事業主貸70,000円／租税公課70,000円（按分後）

２ 水道
光熱費

使用
日数

・月額電気代50,000円
➡週3日・月15日業務に使用している場合
　50,000円×15日／30日＝25,000円

水道光熱費50,000円／現預金50,000円（按分前）
㆘（50,000円−25,000円の残額が家事関連費）
事業主貸25,000円／水道光熱費25,000円（按分後）

３ 通信費 使用
時間

・月額インターネット使用料15,000円
➡�1日8時間・週40時間・月200時間業務に使用して
いる場合

　15,000円×200時間／（24時間×30日）≒4,000円

通信費15,000円／現預金15,000円（按分前）
㆘（15,000円−4,000円の残額が家事関連費）
事業主貸11,000円／通信費11,000円（按分後）

４ 車両
関係費

走行
距離

・月間走行距離2000㎞、月額ガソリン代23,000円
➡月1500㎞業務に使用している場合
　23,000円×1500㎞／2000㎞≒17,000円

車両関係費23,000円／現預金23,000円
㆘（23,000円−17,000円の残額が家事関連費）
事業主貸6,000円／車両関係費6,000円
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■□□□□
　幕末の1858年に、横浜・函館・長
崎・新潟・神戸の５港を貿易港とする
アメリカの総領事ハリスと調印した条
約は、次のうちどれでしょうか？
①　南京条約
②　日米和親条約
③　日米修好通商条約

【解説】 �
　1856年7月、下田に駐在するため初代ア
メリカ総領事として来日したハリスは、日
本との貿易ができるよう「通商条約」の締結
を幕府に求めました。孝明天皇からは条約
調印の許可が得られないまま、1858年6月、
大老井伊直弼は「日米修好通商条約」全14
条を締結します。条約の調印は神奈川沖に
停泊するポーハタン号の上で行いました。
ポーハタン号は、条約の批准書を交換する

ため、1860年1月、アメリカに向けて横浜
を出発。勝海舟らが乗る咸臨丸（かんりんま
る）も共にアメリカに向かったのでした。
　幕府は、アメリカに続いて、オランダ・
ロシア・イギリス・フランスとも同様の条
約を結び、これを安政の五か国条約といい
ます。いずれも、関税自主権（輸入品の税
を決めること）を欠き、治外法権（日本で
罪を犯した外国人を裁くことができない）
を認める不平等な条約で、後に明治政府が
力を入れて欧米諸国と交渉を行うことにな
る条約改正の課題となりました。
　南京条約は1842年、アヘン戦争の終結
のためイギリスと清（中国）が結んだ条約で、
香港の譲り渡しや5港の開港など清には不
利なものでした。また、日米和親条約は
1853年、浦賀沖へのペリーの黒船来航に
よって結ばれ、その翌年、下田と函館の港
にアメリカ船が立ち寄ることが認められま
した。
�  正解は、③日米修好通商条約でした。
� （出典：国税庁ホームページ）

税 金 ク イ ズ金 ク イ ズ

　

Ａ
さ
ん
は
、
夫
の
死
亡
に
伴
い
、

夫
の
財
産
で
あ
る
自
宅
の
土
地
・
建

物
を
相
続
し
ま
し
た
。
こ
れ
は
10
年

前
に
購
入
し
た
も
の
で
、
住
宅
ロ
ー

ン
の
残
高
は
、
相
続
開
始
日
現
在
で

１
千
万
円
で
し
た
。
な
お
、
こ
の
住

宅
ロ
ー
ン
の
残
高
は
団
体
信
用
生
命

保
険
契
約
に
よ
り
、
後
日
、
返
済
が

免
除
さ
れ
て
い
ま
す
。
し
か
し
、
相

続
開
始
日
現
在
で
は
住
宅
ロ
ー
ン
の

残
高
が
あ
っ
た
こ
と
か
ら
、
こ
れ
を

相
続
財
産
か
ら
差
し
引
く
債
務
控
除

の
対
象
と
考
え
る
方
も
お
ら
れ
ま
す

が
、
ど
う
で
し
ょ
う
か
？

　

団
体
信
用
生
命
保
険
契
約
に
基
づ

き
返
済
が
免
除
さ
れ
る
住
宅
ロ
ー
ン

は
、
被
相
続
人
の
死
亡
に
よ
り
支
払

わ
れ
る
保
険
金
に
よ
っ
て
補
て
ん
さ

れ
る
こ
と
が
確
実
な
も
の
で
す
。
し

た
が
っ
て
、
相
続
人
が
支
払
う
必
要

の
な
い
債
務
で
す
の
で
、
相
続
税
の

課
税
価
格
の
計
算
上
、
債
務
と
し
て

差
し
引
く
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

　ここ数年、台風や大雨等による災害が各
地で発生しています。災害により、帳簿書
類を消失することもあるかもしれません。
この場合、申告書の作成はどうしたらよい
のでしょうか。もちろん、申告しなくてよ
いということにはなりません。
　所得税法では、事業所得の金額は、その
年中の総収入金額から必要経費を差し引い
て算出します。これは帳簿書類に基づいた
計算です。しかし、台風、大雨等の災害に
より帳簿書類が消失してしまった場合は、
例えば、取引先に取引内容を照会して帳簿
書類を復元するなど可能な範囲で合理的な
方法により申告書を作成することになりま
す。過去に提出した申告書等の内容を確認
する必要がある場合は、e-Taxを利用して
申告書のPDFファイルをダウンロードした
り、税務署の窓口で「申告書等閲覧サービ
ス」を利用したりすることが可能です。

KEY WORDKEY WORD  ��   
災害により帳簿等を消失したら 災害により帳簿等を消失したら 
どうする？どうする？

 

相
続
税  

返
済
が
免
除 

さ
れ
る
住
宅
ロ
ー
ン

9 月号─4


